
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

2
地域活性
化措置

一般廃棄物収集運搬
委託事業

東通村 46,082,400 45,998,000

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名
交付金事業に要

した経費

242,045,944 242,045,0001
地域活性
化措置

東通村消防活動提供事業 東通村



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
（単位：円）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 東通村消防活動提供事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

東通村新総合開発振興計画（平成7年策定）
2．快適な生活を営む
(3)流入人口のニーズに対応するとともに、村民の生活利便を向上するため、
　中心地において教育や商業などの整備をはかる。
　・官庁、団体などを始めとする官民の業務施設の集約

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 東通村
交付金事業実施場所 東通村一円

交付金事業の概要
地域住民が安心して生活できる環境を提供するため、村内の消火・救急活動等に従事する
東通消防署の職員４４人分の人件費負担金（10ヵ月分）に交付金を充当しました。



評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和２年度

住民が安心
して生活で
きる環境の

提供

成果実績
目標値

達成度

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

村内の消火・救急活動等に従事する東通消防署の職員44名の人件費に交付金を充当したこ
とにより、消防防災活動が円滑に行われ、地域住民の安全な生活環境が維持されました。



交付金事業の担当課室 総務課

交付金事業の評価課室 経営企画課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
消防職員人件費 負担金 消防職員44名 242,045,944

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 242,045,000

うち文部科学省分

総事業費 242,045,944

うち経済産業省分 242,045,000

交付金事業の総事業費
等

令和元年度 年度 年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和元年度 年度

達成度 ％ 100.0%

年度

消防職員の活動量
（職員44人×10ヶ月）

活動実績 人 440
活動見込 人 440



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
（単位：円）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

2 地域活性化措置 一般廃棄物収集運搬委託事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

東通村新総合開発振興計画（平成7年策定）
1．良好な環境を育む
（2）一般及び産業廃棄物の処理体制を整え、再資源化に取り組む。
　　・一般廃棄物の処理体制の強化

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 東通村
交付金事業実施場所 東通村一円

交付金事業の概要
村民の衛生的な生活環境の保全及び公衆衛生の向上のため、東通村の一般家庭から排出さ
れる一般廃棄物を村内各所の収集ステーションより収集・運搬し、一般廃棄物等処理施設
に搬入する事業の委託費に交付金を充当しました。



評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和2年度

村民の衛生
的な生活環
境の保全及
び公衆衛生

の向上

成果実績
目標値

達成度

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本事業の実施により、村内279ヶ所の収集ステーションより効率的かつ安定的に一般廃棄物
を収集・運搬することができ、村民の衛生的な生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与
し、さらには資源ゴミの分別を行うことによって資源のリサイクルにも寄与することがで
きました。

○令和元年度収集実績
　　可燃ゴミ 1,044ｔ、不燃ゴミ242ｔ、粗大ゴミ13ｔ、
　　資源ゴミ等 44ｔ、有害ゴミ1ｔ　計 1,344ｔ



交付金事業の担当課室 いきいき健康推進課

交付金事業の評価課室 経営企画課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

委託費 指名競争入札 （有）相内興業　外3社 46,082,400

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 45,998,000

うち文部科学省分

総事業費 46,082,400

うち経済産業省分 45,998,000

交付金事業の総事業費
等

令和元年度 年度 年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和元年度 年度

達成度 ％ 100.0%

年度

収集実施月数
活動実績 月 10
活動見込 月 10



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

備　考

1

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

（仮称）尻屋地区多目的集
会施設整備事業

東通村 68,750,000 68,750,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に要
した経費

交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業実施場所 東通村大字尻屋字地内

交付金事業の概要

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

東通村公共施設等総合管理計画
7.1　市民文科系施設
　市民文科系施設は、猿ヶ森農民研修所などの集会施設１６棟と、民具収納庫の文化施設
２棟の、全１８棟を保有しています。
　各地域の活動の拠点として、また、地震や災害における防災拠点（避難所）の役割も
担っていることから、計画的な修繕や長寿命化、更新（建替え）等を行います。
　一方で、人口減少の動向を見極め、利用実態を把握して、施設の複合化など配置の最適
化を的確に推進します。

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 東通村

老朽化のため、更新を予定している東通村北地区基幹集落センターの解体工事費に交付金
を充当した。
解体工事　Ａ＝848.83㎡

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

事業期間の設定理由

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

（仮称）尻屋地区多目的集会施設整備事業



交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和元年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
事業終了後速やかに評価を実施

集会施設の建て替えのために解体工事を行った。
引き続き地域のコミュニティづくりの拠点施設の確保と地域の活性化・発展及び人材育成
等の振興のために新たな集会施設の建設に着手していく。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

集会施設の
建て替えの
ために解体
工事を行

う。

令和元年度 年度 年度 備　考

68,750,000

交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

活動指標
％
％
％ 100.0%

工事進捗度

成果実績
目標値

100
100

達成度

評価年度 令和元年度

68,750,000

交付金事業の総事業費
等

成果目標 成果指標

年度年度

達成度

68,750,000



交付金事業の契約の概要

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

総務課

経営企画課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
工事費 指名競争入札 野村建設（株） 68,750,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業に要
した経費

20,132,287 14,584,0001

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

（仮称）尻屋地区多目的集
会施設整備事業
（建設事業）

東通村

番号 備　考
交付金
充当額

交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

（仮称）尻屋地区多目的集会施設整備事業（建設事業）

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

東通村公共施設等総合管理計画
7．1　市民文科系施設
　市民文科系施設は、猿ヶ森農民研修所などの集会施設１６棟と、民具収納庫の文化施設
２棟の、全18棟を保有しています。
　各地区の活動の拠点として、また、地震や災害における防災拠点（避難所）の役割も
担っていることから、計画的な修繕や長寿命化、更新（建て替え）等を行います。
　一方で、人口減少の動向を見極め、利用実態を把握して、施設の複合化など配置の最適
化を的確に推進します。

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和2年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 東通村
交付金事業実施場所 東通村大字尻屋地内

交付金事業の概要
（仮称）尻屋地区多目的集会施設の建設工事費に交付金を充当しました。
　建設工事　Ａ＝624.25㎡

事業期間の設定理由



交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和2年度

集会施設を
整備するこ
とにより、
コミュニ

ティづくり
の拠点施設
を確保し、
地域の活性
化を図る。

成果実績
目標値

達成度

評価年度の設定理由
事業終了後速やかに評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　交付金を活用して集会施設を整備したことにより、地域のコミュニティづくりの拠点施
設が確保され、地域の活性化と発展及び人材育成等の振興に大きく寄与しました。
　また、災害時の指定避難施設としての安全性・利便性が確保され、防災機能の強化が図
られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0%

年度

工事進捗率
活動実績 ％ 100
活動見込 ％ 100

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和元年度 年度



交付金事業の総事業費
等

令和元年度 年度 備　考

総事業費 20,132,287

うち経済産業省分 14,584,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 14,584,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 総務課

交付金事業の評価課室 経営企画課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

工事費 指名競争入札 野村建設（株） 17,166,210

工事監理費 指名競争入札
（株）中嶋五郎設計

事務所
2,966,077



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業に要
した経費

57,244,000 50,000,0001
地域活性
化措置

東通村除雪委託事業 東通村

番号 備　考
交付金
充当額

交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 東通村除雪委託事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

東通村新総合開発振興計画（平成７年策定）
２．快適な生活を営む
（１）快適な居住基盤を確立する。
　　・既存集落での生活を維持するための諸活動サポート体制等の確立

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 東通村
交付金事業実施場所 東通村一円

交付金事業の概要
冬期間における降雪を原因とする交通事故の防止及び住民の安心・安全な道路交通の確保
のため、村内道路の除雪を行います。

事業期間の設定理由



交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和２年度

住民の安
心・安全な
道路交通の

確保

成果実績
目標値

達成度

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

除雪委託事業に交付金を充当したことにより、冬期間の道路交通の安全が確保され、住民
の快適な生活環境を維持することができました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0%

年度

除雪出動率
活動実績 ％ 100
活動見込 ％ 100

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和元年度 年度



交付金事業の総事業費
等

令和元年度 年度 年度 備　考

総事業費 57,244,000

うち経済産業省分 50,000,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 50,000,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 まちづくり整備課

交付金事業の評価課室 経営企画課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

除雪委託 指名競争入札 （株）川村建設　外５社 57,244,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

備　考

1
地域活性
化措置

東通村電源立地地域対策交
付金基金造成事業
（事業運営基金）

東通村 855,342,000 855,342,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に要
した経費

交付金充当額

2

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

東通村電源立地地域対策交
付金基金造成事業
（維持運営基金）

東通村 50,000,000 50,000,000



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
（単位：円）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 東通村
交付金事業実施場所 東通村一円

交付金事業の概要

　東通村の公共施設が持続的かつ効率的な運営と福祉の向上のため、下記について基金を
造成しました。
・村内の消火・救急活動等に従事する東通消防署の職員人件費。
・児童生徒が安全で快適な学校生活を送り、給食を通じて健康に過ごすことがで
　きるように、小中学校の用務員、学芸員及び学校給食センター職員の人件費。
・児童生徒の能力、適正に応じた指導及び村独自の学級編成による指導によって、
　学力向上、スポーツ・文化での個性の成長を図るため小中学校の教員の人件費。
・がん等の早期発見、早期治療を目的にした住民健診の委託費。65歳以上の方を
　対象とした予防接種の委託費。
・一般廃棄物を村内各所の収集ステーションより収集・運搬し、一般廃棄物等
　処理施設に搬入する事業の委託費。
・児童生徒の安心・安全な通学のためのスクールバス運行の委託費。
・冬期間における安心・安全な道路交通の確保のために必要な除雪の委託費。

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 東通村電源立地地域対策交付金基金造成事業（事業運営基金）



事業期間の設定理由 当該基金の処分予定年度

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

東通村新総合開発振興計画（平成7年策定）
1．良好な環境を育む
(2)一般及び産業廃棄物の処理体制を整え、再資源化に取り組む。
　　・一般廃棄物の処理体制の強化
2．快適な生活を営む
(1)快適な居住基盤を確立する。
　　・既存集落での生活を維持するための諸活動サポート体制等の確立
(2)高齢化の進展を踏まえ、村民の健康、福祉を支えるサービス体制の確立
　を図る。
　　・ニューメディアなども使用した健康維持及び医療体制の確立
(3)流入人口のニーズに対応するとともに、村民の生活利便を向上するため、
　中心地 において教育や商業などの整備をはかる。
　　・官庁、団体などを始めとする官民の業務施設の集約
　　・教育基盤体制の再編と中高等教育、学外教育、社会人教育などへの対応

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和４年度



評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

東通村の公
共施設の持
続的かつ効
率的な運営
と福祉の向

上

成果実績 ％

目標値 ％

達成度 ％

評価年度の設定理由
基金事業終了後すみやかに評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等



交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 平成29年度 平成30年度 令和元年度

基金造成額
活動実績 千円 310,452 235,977 855,342
活動見込 千円 310,452 235,977 855,342
達成度 100.0% 100.0% 100.0%

基金造成 積立 － 855,342,000

交付金事業の担当課室 東通村経営企画課

交付金充当額 310,452,000 235,977,000 855,342,000 1,401,771,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費
等

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

交付金事業の評価課室 東通村経営企画課

うち経済産業省分 310,452,000 235,977,000 855,342,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

総事業費 310,452,000 235,977,000 855,342,000 3年分合計



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
（単位：円）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 東通村
交付金事業実施場所 東通村一円

交付金事業の概要

　東通村の公共施設が持続的かつ効率的な運営と福祉の向上のため、下記について基金を
造成しました。
・村民の宗教的感情に適合し、且つ公衆衛生その他公共の福祉の見地から支障なく
　運営するための、斎場の燃料費、光熱水費。
・児童生徒が安全で快適な学校生活を送り、給食を通じて健康に過ごすことが
　できるように、小中学校、学校給食センターの燃料費、光熱水費。また、村民の
　体育振興及び村の歴史・芸術・民族等に関する資料の収集・展示のため体育館、
　歴史民族資料館の燃料費、光熱水費。
・防災、災害対策等に係る情報伝達に関し、円滑な通信の確保を図るため、
　防災行政用無線施設の電気料、保守点検委託料。
・夜間における犯罪防止と村民の通行の安全を図り、安全で安心して暮らせる
　むらづくりの推進に資するため、街路灯の電気料。

番号 措置名 交付金事業の名称

2
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

東通村電源立地地域対策交付金基金造成事業（維持運営基金）



事業期間の設定理由 当該基金の処分予定年度

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

東通村新総合開発振興計画（平成7年策定）
2．快適な生活を営む
（1）快適な居住基盤を確立する。
　　・既存集落での生活を維持するための諸活動サポート体制等の確立
（3）流入人口のニーズに対応するとともに、村民の生活利便を向上するため、
　中心地において教育や商業などの整備をはかる。
　　・教育基盤体制の再編と中高等教育、学外教育、社会人教育などへの対応

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和3年度



評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和4年度

東通村の公
共施設の持
続的かつ効
率的な運営
と福祉の向

上

成果実績 ％

目標値 ％

達成度 ％

評価年度の設定理由
基金事業終了後すみやかに評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等



交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 平成30年度 令和元年度

基金造成額
活動実績 千円 100,000 50,000
活動見込 千円 100,000 50,000
達成度 100.0% 100.0%

交付金事業の担当課室 東通村経営企画課

交付金事業の評価課室 東通村経営企画課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
基金造成 積立 － 50,000,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 100,000,000 50,000,000 150,000,000

うち文部科学省分

総事業費 100,000,000 50,000,000 3年分合計

うち経済産業省分 100,000,000 50,000,000

交付金事業の総事業費
等

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

239,844,000

交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に要
した経費

交付金充当額 備　考

239,844,000

番号 措置名 交付金事業の名称

1
地域活性
化措置

東通村電源立地地域対策交
付金基金造成事業
（事業運営基金）

東通村



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
（単位：円）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 東通村
交付金事業実施場所 東通村

交付金事業の概要

　東通村の公共施設が持続的かつ効率的な運営と福祉の向上のため、下記について基金を
造成しました。
・村内の消火・救急活動等に従事する東通消防署の職員人件費。
・児童生徒が安全で快適な学校生活を送り、給食を通じて健康に過ごすことができる
　ように、小中学校の用務員、学芸員及び学校給食センター職員の人件費。
・児童生徒の能力、適正に応じた指導及び村独自の学級編成による指導によって、学力
　向上、スポーツ・文化での個性の成長を図るため小中学校の教員の人件費。
・がん等の早期発見、早期治療を目的にした住民健診の委託費。65歳以上の方を対象と
　した予防接種の委託費。
・一般廃棄物を村内各所の収集ステーションより収集・運搬し、一般廃棄物等処理施設
　に搬入する事業の委託費。
・児童生徒の安心・安全な通学のためのスクールバス運行の委託費。
・冬期間における安心・安全な道路交通の確保のために必要な除雪の委託費。

1 地域活性化措置 東通村電源立地地域対策交付金基金造成事業（事業運営基金）

番号 措置名 交付金事業の名称



事業期間の設定理由 当該基金の処分予定年度

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

東通村新総合開発振興計画（平成7年策定）
1．良好な環境を育む
(2)一般及び産業廃棄物の処理体制を整え、再資源化に取り組む。
　・一般廃棄物の処理体制の強化
2．快適な生活を営む
(1)快適な居住基盤を確立する。
　・既存集落での生活を維持するための諸活動サポート体制等の確立
(2)高齢化の進展を踏まえ、村民の健康、福祉を支えるサービス体制の確立を図る。
　・ニューメディアなども使用した健康維持及び医療体制の確立
(3)流入人口のニーズに対応するとともに、村民の生活利便を向上するため、中心地におい
て
　教育や商業などの整備をはかる。
　・官庁、団体などを始めとする官民の業務施設の集約
　・教育基盤体制の再編と中高等教育、学外教育、社会人教育などへの対応

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和3年度



交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 平成29年度 平成30年度 令和元年度

基金造成額
活動実績 千円 251,719 251,046 239,844
活動見込 千円 251,719 251,046 239,844
達成度 100.0% 100.0% 100.0%

交付金充当額 251,719,000 251,046,000 239,844,000 742,609,000

うち文部科学省分 0

交付金事業の総事業費
等

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

うち経済産業省分 251,719,000 251,046,000 239,844,000 742,609,000

総事業費 251,719,000 251,046,000 239,844,000 3年分合計

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和4年度

東通村の公
共施設の持
続的かつ効
率的な運営
と福祉の向

上

成果実績 ％

目標値 ％

達成度 ％

評価年度の設定理由
基金事業終了後速やかに評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等



基金造成 積立 － 239,844,000

交付金事業の担当課室 東通村経営企画課

交付金事業の評価課室 東通村経営企画課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
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